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（ ＵＲＬ  http://www.hitachi-hb.co.jp/ ） 

代  表  者 役職名 執行役社長   氏名 鈴 木 登 夫 

問合せ先責任者 役職名 総務・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ本部 部長補佐 氏名 上 野 善 也  TEL (03)5634－0307 

決算取締役会開催日 平成 18 年 10 月 25 日 

親会社名 株式会社日立製作所（コード番号：6501）      親会社における当社の議決権所有比率  59.0％ 

米国会計基準採用の有無  無 

１．18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 

(1)連結経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

148,061     7.1

138,191     5.1

5,649    24.8

4,526     7.1

5,741    23.6

4,643     6.8

18 年 3 月期 285,723        10,150        10,302        
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり 

中間(当期)純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益
 百万円     ％ 円 銭 円 銭

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

2,925    24.3

2,354    21.9

26.22

21.10

－

－

18 年 3 月期 5,089        44.37 －
(注) ①持分法投資損益        18 年 9 月中間期      23 百万円 17 年 9 月中間期      49 百万円 18 年 3 月期     102 百万円 
   ②期中平均株式数(連結)  18 年 9 月中間期 111,555,362 株 17 年 9 月中間期 111,581,593 株 18 年 3 月期 111,570,213 株 
   ③会計処理の方法の変更 無 
   ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

203,738 

196,833 

130,042

125,116

63.7 

63.6 

1,162.92

1,121.38

18 年 3 月期 200,974 127,839 63.6 1,144.72
(注) 期末発行済株式数(連結) 18 年 9 月中間期 111,555,232 株 17 年 9 月中間期 111,573,113 株 18 年 3 月期 111,555,496 株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

1,190 

2,990 

△2,615

△3,219

△754 

△691 

36,195

35,620

18 年 3 月期 9,018 △6,052 △1,637 38,311

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 34 社  持分法適用非連結子会社数 － 社  持分法適用関連会社数 10 社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) 1 社 (除外) 2 社   持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通    期 300,000 11,100 5,500

 (参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 49 円 30 銭 

※上記予想は、本資料発表時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提に算出した 
 ものであり、実際の業績は異なる結果となる可能性があります。上記予想に関する事項は添付資料９ページの 
 「３．通期の見通し」をご参照下さい。 
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(平成 18 年 9 月 30 日現在) 

国際物流事業 

通関手続、複合

一貫輸送、現地

物流、航空運送

代理店業等 

その他事業 

情報システム開発、

自動車整備・販売、

旅行代理店等 

日新運輸(株) 

日立物流シーアンドエア(株) 

ニッシントランスコンソリデーター(株) 

Hitachi Transport System (America), Ltd. 
Hitachi Sistema de Transporte Mexico, S.A. de C.V. 
Hitachi Transport System (Europe) GmbH  
Hitachi Transport Systeem (Nederland ) B.V.  

国内物流事業 

物流センターの

運営、工場構内 

作業、一般貨物 

輸送、据付作業等

北海道日立物流サービス(株) 

東日本日立物流サービス(株) 

北関東日立物流サービス(株) 

東関東日立物流サービス(株) 

西関東日立物流サービス(株) 

南関東日立物流サービス(株) 

京 葉日立物流サービス(株) 

ｴﾌ ｱﾝﾄﾞ ｴｲﾁ ｴｱ ｴｸｽﾌﾟﾚｽ(株)

   内 連結子会社(３４社)、   内 持分法適用会社(１０社)  

HTS Forwarding Malaysia Sdn. Bhd.  
Hitachi Transport System (Thailand), Ltd.  
Manila International Freight Forwarders, Inc.  
Miffi Logistics, Co. Inc.  

中 部日立物流サービス(株) 

関 西日立物流サービス(株) 

中四国日立物流サービス(株) 

九 州日立物流サービス(株) 

東北エイチビーサービス(株) 

(株)ユニーク 

(株)サンワーク 

Hitachi Transport System (UK) Ltd.  
Hitachi Transport System (Asia) Pte. Ltd.  
Hitachi Transport System (Malaysia) Sdn. Bhd.  
Sunrise Integrated Services (Malaysia) Sdn. Bhd.  
P.T. Berdiri Matahari Logistik 
日立物流(香港)有限公司 

日立物流(上海)有限公司 

大航国際貨運有限公司 

深圳日禾国際貨運有限公司 
上海遠新国際運輸有限公司 
青島海新達国際運輸服務有限公司 
蘇州邦達新物流有限公司 

顧  客 

(株) 日 立 物 流 

子会社 

関連会社 

子会社 

関連会社 

子会社 

日立物流ソフトウェア(株) 

Sunrise Logistics Solutions (America), Ltd.  
日立物流軟件系統(上海)有限公司 

(株)日立トラベルビューロー 
Sunrise Air Service, Inc.  
(株)日立オートサービス 

親 会 社 ： ( 株 ) 日 立 製 作 所

親会社の子会社：日立アプライアンス(株)





中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位:百万円、端数四捨五入）

科   目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 5,104 4,256 9,823

減 価 償 却 費 3,572 3,598 7,553

固 定 資 産 売 却 益 － － △ 717

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ 319 △ 740 △ 1,557

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 △ 350 △ 152 △ 65

そ の 他 引 当 金 の 増 減 額 126 △ 17 △ 8

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 90 △ 69 △ 110

支 払 利 息 72 78 153

売 上 債 権 の 増 減 額 △ 3,259 1,441 △ 2,305

た な 卸 資 産 の 増 減 額 △ 148 △ 71 1,015

仕 入 債 務 の 増 減 額 △ 578 △ 1,236 188

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 138 △ 147 △ 147

そ の 他 の 資 産 及 び 負 債 の 増 減 額 △ 837 △ 1,773 △ 1,267

そ の 他 141 113 597

小　　　　　　計 3,296 5,281 13,153

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 90 69 110

利 息 の 支 払 額 △ 75 △ 81 △ 153

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 2,121 △ 2,279 △ 4,092

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,190 2,990 9,018

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △ 20 △ 25 △ 50

定 期 預 金 の 満 期 に よ る 収 入 45 15 50

有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 － 89 102

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 2,483 △ 3,247 △ 6,804

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 23 51 862

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 － △ 101 △ 103

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 72 － －

そ の 他 △ 252 △ 1 △ 109

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,615 △ 3,219 △ 6,052

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 － － △ 138

配 当 金 の 支 払 額 △ 780 △ 669 △ 1,450

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 3 △ 5 △ 5

そ の 他 29 △ 17 △ 44

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 754 △ 691 △ 1,637

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 63 114 341

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 2,116 △ 806 1,670

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 38,311 36,426 36,426

Ⅶ．新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － － 215

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 36,195 35,620 38,311

至　平成17年９月30日

自　平成17年４月１日

　　　　　　　　　　　　　　　期   別 前 中 間 連 結 会 計 期 間当 中 間 連 結 会 計 期 間

自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日

前連結会計年度の要約連結

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

キャッシュ・フロー計算書
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 ＜中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞ 
 
  １．連結の範囲に関する事項 

    連 結 子 会 社 数  ３４社 

    主要な連結子会社の名称は、「企業集団の状況」に記載の通りであります。 

    当中間連結会計期間における連結範囲の異動状況は下記の通りであります。 

        (新規) ：１社……Sunrise Logistics Solutions (America), Ltd.（設立による） 

    (除外) ：１社……Hitachi Systeme de Transport (France) Sarl.(合併による) 

         １社……Hitachi Express Singapore Pte.Ltd.（清算による） 
 
  ２．持分法の適用に関する事項 

    関連会社１０社に対する投資については持分法を適用しております。 

    持分法適用の関連会社の主要な会社等の名称は、「企業集団の状況」に記載の通りであります。 

    当中間連結会計期間における持分法適用の関連会社の異動はありません。 

     
 
  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

    連結子会社のうち、日立物流(上海)有限公司、P.T.Berdiri Matahari Logistik 、 

     Hitachi Sistema de Transporte Mexico.S.A.de.C.V.、日立物流軟件系統（上海）有限公司の中間決算日 

は６月 30 日であります。 

    中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との 

        間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
 
 
 
  ４．会計処理基準に関する事項 

  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ① 有価証券 

      満期保有目的の債券…償却原価法 

      その他有価証券 

       時価のあるもの …中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法 

                               により処理し、売却原価は移動平均法に基づき算定しております） 

       時価のないもの …移動平均法に基づく原価法 

 

    ② デリバティブ …………時価法 

              なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理 

を採用しております。 

 

    ③ たな卸資産 ……………主として個別法に基づく低価法 

 

 

  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

      不動産賃貸事業用資産………定額法 

      建物(建物附属設備を除く)…定額法 

      その他の有形固定資産………定率法 

 

    ② 無形固定資産……定額法 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

 

    （３）重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

      期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

      特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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② 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見 

      込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しており 

            ます。なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（12～25 年）に 

            よる定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

 

    ③ 役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当中間連結会計期間末要支給額を計上 

しております。 

 

  （４）重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 

      ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  （５）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

         

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き   

出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で  

あり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

 

 

＜会計方針の変更＞ 

   （役員賞与に関する会計基準） 

連結子会社は当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17 年 11 月 29 日 企業会計基準第４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益が 62 百万円

減少しております。 

 

    （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17年 12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 129,730 百万円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結財務諸表は、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成しております。  
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 ＜注 記 事 項＞ 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

２．偶  発  債  務  

①保証債務 

    ②債権流動化による譲渡高  受取手

形 

３．受取手形裏書譲渡高 

（当中間連結会計期間末）

７３,１９４百万円

１２３百万円

－百万円

－百万円

（前中間連結会計期間末） 

７０,４１４百万円 

 

９５百万円 

２,２５７百万円 

１百万円 

（前連結会計年度末）

７１,４４８百万円

１１２百万円

１,９８０百万円

－百万円

４．中間連結会計期間末日満期手形の会計処理 

 当中間連結会計期間末日は金融機関休日でありましたが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。中間連結会計期間末日満期手形の金額は次のとおりであります。 

①受取手形 

②支払手形 

     ４２１百万円

     ２４２百万円

             －百万円 

             －百万円 

          －百万円

          －百万円

 

 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

当中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日  至 平成 18 年９月 30 日） 

 前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間 

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

発行済株式数  

 普通株式 111,776,714 － － 111,776,714

合計 111,776,714 － － 111,776,714

自己株式  

 普通株式 (注) 221,218 524 260 221,482

合計 221,218 524 260 221,482

(注)１ 当中間連結会計期間増加自己株式数は単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 当中間連結会計期間減少自己株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 
 

２．配当に関する事項 

 
(１)配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

1 株当たり 

  配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成 18 年５月 25 日 

取締役会 
普通株式 780 7 平成 18 年３月 31 日 平成 18 年５月 29 日

 

 
(２)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 

1 株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

1平成18年10月２日 

1 取締役会 
普通株式 利益剰余金 892 8 平成18年９月30日 平成 18 年 12 月１日
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 
 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末） 

 (平成 18 年９月 30 日現在) (平成17年９月30日現在) (平成18年３月31日現在)

現金及び預金  ４,２５２ 百万円 ７,３４１ 百万円  ６,８３２ 百万円

預け金  ３２,４０７ 百万円 ２８,７７８ 百万円  ３１,９６８ 百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △４６４ 百万円 △４９９ 百万円  △４８９ 百万円

現金及び現金同等物  ３６,１９５ 百万円 ３５,６２０ 百万円  ３８,３１１ 百万円

 



１.事業別の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日 　 至　平成18年９月30日）
(単位：百万円、端数四捨五入)

国内物流 国際物流 消去又は

事    業 事    業 全    社

105,123 34,155 8,783 148,061 － 148,061

－ － 2,997 2,997 (2,997) －

        又は振替高

105,123 34,155 11,780 151,058 (2,997) 148,061

97,240 33,186 11,079 141,505 907 142,412

7,883 969 701 9,553 (3,904) 5,649

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日 　 至　平成17年９月30日）
(単位：百万円、端数四捨五入)

国内物流 国際物流 消去又は

事    業 事    業 全    社

99,316 29,198 9,677 138,191 － 138,191

－ － 2,687 2,687 (2,687) －

        又は振替高

99,316 29,198 12,364 140,878 (2,687) 138,191

92,550 28,286 11,591 132,427 1,238 133,665

6,766 912 773 8,451 (3,925) 4,526

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　  至　平成18年３月31日）
(単位：百万円、端数四捨五入)

国内物流 国際物流 消去又は

事    業 事    業 全    社

202,699 63,645 19,379 285,723 － 285,723

－ － 5,811 5,811 (5,811) －

        又は振替高

202,699 63,645 25,190 291,534 (5,811) 285,723

187,640 61,637 24,492 273,769 1,804 275,573

15,059 2,008 698 17,765 (7,615) 10,150

セ  グ  メ  ン  ト  情  報

その他事業 計 連    結

連    結

    営    業    利    益

　　売　　上　　高

     (1)外部顧客に対する売上高

その他事業

     (2)セグメント間の内部売上高

               計

その他事業 計 連    結

     (1)外部顧客に対する売上高

    営    業    費    用

  売上高及び営業損益

計

  売上高及び営業損益

    営    業    費    用

    営    業    利    益

     (1)外部顧客に対する売上高

     (2)セグメント間の内部売上高

               計

    営    業    利    益

  売上高及び営業損益

    営    業    費    用

　　売　　上　　高

　　売　　上　　高

     (2)セグメント間の内部売上高

               計
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（注） １．事業区分は、売上高集計区分によっております。

　　 ２．各事業区分の主な事業内容は下記の通りであります。

・システム物流事業〔国内〕

  (物流システム構築、情報管理、在庫管理、受発注管理、流通加工、物流センター運営、

  工場構内物流作業、輸配送など物流業務の包括的受託)

・一般貨物・重量品・美術品などの輸送・搬入・据付作業

・工場・事務所などの大型移転作業

・倉庫業、トランクルームサービス

・産業廃棄物の収集・運搬業

・システム物流事業〔国際〕

  (通関手続、陸上・海上・航空の輸送手段を利用した国際一貫輸送など物流業務の包括的

  受託)

・海外現地物流業務

・航空運送代理店業

・物流コンサルティング業

・情報システムの開発・設計業務

・情報処理の受託業務

・コンピュータの販売業務

・旅行代理店業務

・自動車の整備・販売・賃貸業務

・不動産賃貸業

・自動車教習事業

      ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間

         3,888百万円、前中間連結会計期間 3,923百万円、前連結会計年度 7,611百万円であります。

          その主なものは、親会社本社の管理部門に係る費用であります。

２．所在地別セグメント情報

    全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えるため、所在地別

  セグメント情報の記載を省略しております。

３．海 外 売 上 高

    海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

国 内 物 流 事 業

国 際 物 流 事 業

そ の 他 事 業

事            業             内            容事     業     区     分
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Ⅰ．当中間連結会計期間末（平成18年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はない。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種        　類 取  得  原  価 中間連結貸借対照表計上額 差　　    　額

株 式 １,０６７ ２，１１７ １，０５０

債 券 － － －

そ の 他 － － －

合 　       計 １,０６７ ２，１１７ １，０５０

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 ２６８百万円

（２）関連会社株式 ３８３百万円

Ⅱ．前中間連結会計期間末（平成17年９月30日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はない。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種        　類 取  得  原  価 中間連結貸借対照表計上額 差　　    　額

株 式 １,０６７ １,９２０ ８５３

債 券 － － －

そ の 他 － － －

合 　       計 １,０６７ １,９２０ ８５３

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 ３１８百万円

（２）関連会社株式 ４７６百万円

有 価 証 券 関 係
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Ⅲ．前連結会計年度末（平成18年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

該当事項はない。

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

種        　類 取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差　　    　額

株 式 １,０６７ ２,４３１ １,３６４

債 券 － － －

そ の 他 － － －

合 　       計 １,０６７ ２,４３１ １,３６４

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

（１）その他有価証券

　非上場株式 ３１８百万円

（２）関連会社株式 ３８３百万円
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平成１９年３月期   個別中間財務諸表の概要          平成 18 年 10 月 25 日 

上 場 会 社 名         株式会社 日立物流                        上場取引所    東 
コ ー ド 番 号          ９０８６                                    本社所在都道府県 東京都 
（ ＵＲＬ  http://www.hitachi-hb.co.jp/ ） 

代  表  者  役職名 執行役社長   氏名 鈴 木 登 夫 

問合せ先責任者 役職名 総務・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ本部 部長補佐 氏名 上 野 善 也  TEL (03)5634－0307 

決算取締役会開催日  平成 18 年 10 月 25 日      配当支払開始日  平成 18 年 12 月 1 日 

単元株制度採用の有無  有(１単元 100 株) 

 

１．18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 

(1)経営成績 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

114,357     4.9

109,026     2.8

2,744    43.6

1,910     8.1

3,695    27.2

2,906    27.6

18 年 3 月期 223,233        4,796        6,096        
 

 中間(当期)純利益 
1株当たり 

中間(当期)純利益 
 百万円     ％ 円 銭

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

2,343    31.8

1,778    64.0

21.01

15.94

18 年 3 月期 3,769        33.79
(注)①期中平均株式数    18 年 9 月中間期 111,555,362 株 17 年 9 月中間期 111,581,593 株 18 年 3 月期 111,570,213 株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年 9 月中間期 

17 年 9 月中間期 

173,120 

164,946 

106,549

103,696

61.5 

62.9 

955.13

929.40

18 年 3 月期 169,241 105,159 62.1 942.67
(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 111,555,232 株 17 年 9 月中間期 111,573,113 株 18 年 3 月期 111,555,496 株 
    ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期     221,482 株 17 年 9 月中間期     203,601 株 18 年 3 月期     221,218 株 

 

２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

通   期 228,000 6,700 3,900

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 34 円 96 銭 

 

３．配当状況 
  ・現金配当 １株当たり配当金(円) 
 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 7.00 7.00 14.00 

19 年 3 月期(実績) 8.00 － 

19 年 3 月期(予想) － 8.00 
16.00 

 
 

※上記予想は、本資料発表時点で入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因を前提に算出した 
 ものであり、実際の業績は異なる結果となる可能性があります。上記予想に関する事項は添付資料９ページの 
 「３．通期の見通し」をご参照下さい。 

 



中 間 貸 借 対 照 表

　（単位：百万円、端数切捨て）

期　別

% % %

85,814      49.6 77,451      47.0 83,513      49.3

937         729         919         

3,283       1,099       1,037       

45,394      42,329      44,997      

38          36          35          

32,258      28,611      31,895      

1,699       2,141       2,300       

2,412       2,633       2,436       

△209       △129       △109       

87,306      50.4 87,495      53.0 85,728      50.7

65,421      37.7 64,602      39.2 63,621      37.6

28,367      30,830      29,259      

609         621         627         

29,489      28,542      29,488      

6,955       4,607       4,244       

3,361       2.0 3,387       2.0 3,438       2.1

18,522      10.7 19,505      11.8 18,668      11.0

5,525       5,529       5,479       

13,052      14,030      13,244      

△55        △55        △55        

173,120     100.0 164,946     100.0 169,241     100.0

40,471      23.4 33,910      20.5 37,495      22.2

14,864      14,238      16,055      

4,397       4,227       4,381       

1,555       1,107       1,398       

381         300         508         

11,680      8,888       9,931       

7,591       5,146       5,219       

26,099      15.1 27,339      16.6 26,586      15.7

16,000      16,000      16,000      

7,885       8,905       8,083       

278         529         607         

1,936       1,905       1,896       

66,571      38.5 61,250      37.1 64,081      37.9

-           -         16,802      10.2 16,802      9.9

-           -         13,425      8.1 13,426      7.9

-           13,424      13,424      

-           0 1

-           -         73,170      44.4 74,381      44.0

-           4,200       4,200       

-           64,647      64,647      

-           4,322       5,533       

-           -         448         0.3 720         0.4

-           -         △151       △ 0.1 △171       △ 0.1

-           -         103,696     62.9 105,159     62.1

-           -         164,946     100.0 169,241     100.0

利 益 準 備 金

【資　本　の　部】

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

資 産 合 計

【負　債　の　部】

流 動 負 債

固 定 負 債

買 掛 金

未 払 費 用

有 形 固 定 資 産

そ の 他

差 入 保 証 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

た な 卸 資 産

預 け 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

建 物

車 両 運 搬 具

土 地

固 定 資 産

前  事  業  年  度  の

(平成18年３月31日現在)

金   額 構成比

要 約 貸 借 対 照 表

【資　産　の　部】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

科　目

前 中 間 会 計 期 間 末

(平成17年９月30日現在)

構成比

当 中 間 会 計 期 間 末

(平成18年９月30日現在)

金   額 構成比 金   額

任 意 積 立 金

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 合 計
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中 間 貸 借 対 照 表

　（単位：百万円、端数切捨て）

期　別 前  事  業  年  度  の

(平成18年３月31日現在)

金   額 構成比

要 約 貸 借 対 照 表

科　目

前 中 間 会 計 期 間 末

(平成17年９月30日現在)

構成比

当 中 間 会 計 期 間 末

(平成18年９月30日現在)

金   額 構成比 金   額

106,001     61.2 -           -         -           -         

16,802      9.7 -           -         -           -         

13,426      7.8 -           -         -           -         

13,424      -           -           

2           -           -           

75,943      43.8 -           -         -           -         

4,200       -           -           

71,742      -           -           

損 害 賠 償 積 立 金 350         -           -           

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 5,958       -           -           

別 途 積 立 金 59,904      -           -           

繰 越 利 益 剰 余 金 5,530       -           -           

△172 △ 0.1 -           -         -           -         

548         0.3 -           -         -           -         

548         -           -         -           -         

106,549     61.5 -           -         -           -         

173,120     100.0 -           -         -           -         

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 金

資 本 準 備 金

【純　資　産　の　部】

株 主 資 本

資 本 剰 余 金

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
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中 間 損 益 計 算 書

　　 （単位：百万円、端数切捨て）

科　目

% % %

114,357 100.0 109,026 100.0 223,233 100.0

107,507 94.0 103,022 94.5 210,409 94.3

売 上 総 利 益 6,849 6.0 6,004 5.5 12,823 5.7

4,105 3.6 4,094 3.7 8,027 3.6

営 業 利 益 2,744 2.4 1,910 1.8 4,796 2.1

1,076 0.9 1,139 1.0 1,558 0.7

（ 受 取 利 息 ） ( 78 ) ( 44 ) ( 87 )

（ 受 取 配 当 金 ） ( 937 ) ( 993 ) ( 1,256 )

（ そ の 他 ） ( 61 ) ( 101 ) ( 214 )

125 0.1 144 0.1 258 0.1

（ 支 払 利 息 ） ( 76 ) ( 67 ) ( 137 )

（ そ の 他 ） ( 49 ) ( 76 ) ( 121 )

経 常 利 益 3,695 3.2 2,906 2.7 6,096 2.7

－ -        － -        705 0.3

95 0.1 367 0.4 899 0.4

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 3,599 3.1 2,539 2.3 5,902 2.6

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,140 1.0 550 0.5 1,730 0.7

法 人 税 等 調 整 額 116 0.1 210 0.2 402 0.2

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,343 2.0 1,778 1.6 3,769 1.7

前 期 繰 越 利 益 － 2,544 2,544

中 間 配 当 額 － － 781

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 － 4,322 5,533

売 上 原 価

至　平成18年９月30日

金　額 百分比

前 中 間 会 計 期 間

自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日

金　額 百分比

特 別 利 益

特 別 損 失

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

　　　　　　　　　　　期　別

売 上 高

前 事 業 年 度 の

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

金　額 百分比

要 約 損 益 計 算 書
当 中 間 会 計 期 間

自　平成18年４月１日
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当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日） （単位：百万円、端数切捨て）

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額

(純額)

中間会計期間中の変動額合計

平成18年９月30日残高

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

　剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動額

(純額)

中間会計期間中の変動額合計

平成18年９月30日残高

(注)その他利益剰余金の内訳 （単位：百万円、端数切捨て）

平成18年３月31日残高

中間会計期間中の変動額

　　剰余金の配当

　中間純利益

　任意積立金の積立

　任意積立金の取崩

中間会計期間中の変動額合計

平成18年９月30日残高

5,533 

△ 780 

繰越利益
剰余金

△ 172 

評価･換算差額等
合計

利益剰余金
合計

1,562 

75,943 

2,343 

利益剰余金

0 

1,562 

74,381 

資本剰余金

資本準備金
その他利益
剰余金

資本剰余金
合計

13,426 

利益準備金

項目
固定資産
圧縮積立金

5,693 

損害賠償引当金

350 

項目

16,802 

株　主　資　本

その他資本
剰余金

資本金

1 13,424 

16,802 2 

0 0 

0 

13,426 

2,343 

70,180 

△ 780 

4,200 

△ 780 

13,424 4,200 71,742 

720 

項目

0 

自己株式 株主資本合計

104,438 

2,343 

△ 0 

△ 171 

中間株主資本等変動計算書

△ 172 

△ 0 

0 

△ 0 

△ 172 

△ 172 

548 

△ 172 

1,562 

106,001 

その他有価証券
評価差額金

720 

2,343 

△ 0 

0 

1,389 

106,549 

株主資本 評価･換算差額等

純資産合計

△ 172 

548 

105,159 

△ 780 

1,300 

1,300 

59,904 

305 

265 

別途積立金

58,604 

△ 780 

2,343 

△ 1,605 

△ 3 

5,530 

合計

70,180 

△ 780 

2,343 

△ 1,562 

71,742 

△ 40 40 

350 5,958 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

  １．資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

     満期保有目的の債券…………償却原価法 

     子会社及び関連会社株式……移動平均法に基づく原価法 

     その他有価証券 

      時価のあるもの……………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法 

                  により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております） 

      時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

 ②デリバティブ……………………時価法 

                         なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理 

を採用しております。 

  ③たな卸資産………………………移動平均法に基づく低価法 
 
  ２．固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 

    不動産賃貸事業用資産…………定額法 

    建物（建物附属設備を除く）……定額法 

    その他の有形固定資産…………定率法 

   ②無形固定資産……………………定額法 なお、自社利用のソフトウエアは社内における利用可能期間 

(５年)に基づく定額法を採用しております。 

    ３．引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

     期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

     債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
   ②退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差

異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間(12～14 年)による定額法により、翌事業年度から費用

処理することとしております。 
      
   ③役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当中間会計期間末要支給額を計上しております。 
 
  ４．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については 

     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
  ５．消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
 

＜会計方針の変更＞ 

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17

年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 106,549 百万円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 
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＜注記事項＞ 

  （中間貸借対照表関係）  

                      （当中間会計期間末）  （前中間会計期間末）  （前事業年度末） 

  １．有形固定資産の減価償却累計額            53,418 百万円     53,005 百万円   52,362 百万円 

  ２．偶 発 債 務 

     ①保 証 債 務                                       80 百万円         76 百万円          79 百万円 

     ②債権流動化による譲渡高  受取手形                 －百万円     2,257 百万円       1,980 百万円 

   ３．期末日満期手形の処理 

     当中間会計期間末日は金融機関の休日でありましたが、満期日に決済されたものとして処理しており 

ます。 

                   受取手形            357 百万円             －百万円          －百万円 

 

  

  （中間損益計算書関係）  

                       （当中間会計期間）   （前中間会計期間）   （前事業年度） 

  １．特別利益の主要項目 

     ①土地売却益                                                                 －百万円             －百万円       562 百万円 

 

  ２．特別損失の主要項目 

     ①固定資産売却損                           6 百万円     11 百万円                       25 百万円 

     ②固定資産滅却損                         89 百万円    135 百万円                  628 百万円 

③事業拠点再構築費用                                                                      －百万円     220 百万円                  245 百万円 

 

 

  

  （中間株主資本等変動計算書関係）  

 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式（注） 221,218 524 260  221,482 

(注)１ 当中間会計期間増加自己株式数は単元未満株式の買取によるものであります。 

２ 当中間会計期間減少自己株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものであります。 
 

 




